
消費者委員会委員との意見交換会資料 

ＬＰガス小売取引の問題について 

２０１７．２．２８ 

消費者支援ネット北海道（ホクネット）専務理事 

  「ＬＰガス問題を考える会」座長 

道尻 豊 

１ 実情 

（１）消費者の苦情・トラブル 

ＬＰガスは、日本において、約４～６割の世帯で使用されており、家庭生活に
とって重要なエネルギーの一つ。 

しかし、以前より、消費者からは、 
①料金が高い
②料金システムがよく分からない
③購入先を変更しようとしてトラブルになった
などの苦情や疑問が多く出ている。 

とりわけ、北海道内におけるＬＰガス料金は、他の地域と比較して高額であり、
全国平均価格との価格差は年々拡大している。 

（２）背景 

・ＬＰガスの料金は、それぞれの販売事業者が価格を決め、自由競争の下で適正
な価格が維持されるという建前であるが、消費者が、一種の公共料金のように
思っていて、業者を選べることを知らない。 

・集合住宅であるとか、地域の業者数が限られているなどの事情で、選択の余地
が乏しい場合も少なくない。 

・販売事業者も、価格について消費者の理解を得るための努力や情報開示を十分
に行っていない。業界の自主ルール（全国ＬＰガス協会「ＬＰガス販売指針」）
が遵守されていない。 

２ ホクネットによる取組み 

（１）電話相談 

ホクネットにおいて、２０１５年２月１４日（土）に「ＬＰガス契約トラブル

資料６
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１１０番」を実施し、２２件の電話があった。 

・相談者の住宅の種別は、賃貸物件が１８件、持家が２件、不明２件。 

・相談内容は、２２件のうち１６件が価格に関する相談。 

・価格に関しては、「料金が高い」という趣旨のものが１２件。料金の単価や計
算方法が分からないという相談もあった。 

（２）「ＬＰガス問題を考える会」の立ち上げ 

２０１５年４月、消費者支援ネット北海道（ホクネット）・北海道消費者協会
・北海道生活協同組合連合会（道生協連）の３団体による「ＬＰガス問題を考え

る会」を立ち上げ、ＬＰガス取引の実態調査や、行政（経済産業局、北海道、消
費者庁）、業界団体、マスコミとの懇談などの活動を開始。 

３ 「ＬＰガス問題を考える会」による取組み 

①２０１５年４月より、消費者を対象とする実態調査～価格推移分析とアンケート
調査（集約した請求書９１社、３１８枚）

②２０１５年８月、北海道地方液化石油ガス懇談会で構成３団体の各役員が発言
③２０１５年１０月、消費者向け学習パンフレットの発行 ※ホクネットＨＰに掲載

④２０１５年１０月、消費者向け公開学習会の開催（参加者５５名）
⑤２０１６年６月、大学生協あっせんアパート・マンションのＬＰガス料金調査
⑥２０１６年８月、北海道地方液化石油ガス懇談会で構成３団体の各役員が発言

⑦２０１６年１２月、北海道内の販売事業所３５５ヶ所を対象にアンケート調査
（回答数９８通）

⑧２０１７年２月２４日、消費者向け学習会第２弾の開催

⑨２０１７年３月、消費者向け学習パンフレット第２弾の作成（予定）

４ 調査結果と課題 

（１）２０１５年４月の消費者を対象とする実態調査から（抜粋） 

主なものとして、次のような実態と課題が判明した（調査結果の詳細は、
２０１５年１０月発行の学習パンフレットに掲載されている。）。
（http://www.doren.coop/pdf/2015lpguspanf.pdf）

① 請求書の記載
ＬＰガス協会の資料によれば、基本料金と従量料金を分けて料金を算出する

「二部料金制」を採用している事業者が８０％以上のはずのところ、基本料金
と従量料金の区分を記載している事業者は、１９社／９１社＝２０．８％。 
→ＬＰガスは、公共性の強い商品であるにも関わらず、総じてその請求書の記
載内容や項目は、消費者の知る権利を充足するレベルとしては低い状況にあ
る。 

9



 
② 料金の価格差 

基本料金で、１，６００円から２，３００円まで７００円の差（約１．４３
倍）。基本料金と従量料金を区別していない請求金額では、使用料１．０㎥で
１，８３６円から３，４１３円まで１，５７７円の差（約１．８５倍）。※北
海道内における灯油の価格差は、１ℓあたり３～５円（約３～５％）。 
→基本料金・従量料金いずれについても大きな価格差があり、利用者にとって
納得しがたいものとなっている。特に賃貸住宅においては、賃借人が自らの
意思でＬＰガスの購入先を変更・選択することはできない場合がほとんど。 

 
③ 契約締結時の書面交付等 

一戸建て持ち家の利用者に対する「契約締結時に契約書をもらったか」の問
いには、「もらわなかった」・「解らない」という回答が合計で６８．６％。

一戸建て賃貸・集合住宅持ち家・集合住宅賃貸の利用者に対する「入居時に料
金システムの説明や文書をもらったか」の問いには、「もらわなかった」・「
解らない」という回答が合計で６３．２％。 
→利用者が自覚できるような説明がなされていない。 

 
（２）２０１６年６月の大学生協あっせんアパート・マンションの調査から（抜粋） 
 

北大生協が、あっせん・仲介している学生向け集合型賃貸マンション・アパ

ートのＬＰガス販売業者から、料金表を集めて分析した結果、次のような実態

であった（北６条⇒北２３条の南北１，７００ｍ、東４丁目⇒西１５丁目の東

西１，９００ｍの範囲。入居者数は２，７６３名。料金表の枚数は９８枚）。 

  

① 業者間における料金差 

   ・基本料金は、１，０００円から３，５００円まで、２，５００円の差

（３．５倍） 

   ・従量料金は 

    ａ．使用料１．０㎥で１，５１２円から４，２８８円までの差(２．８倍) 

    ｂ．使用料５．０㎥で３，０２４円から７，１８２円までの差(２．４倍) 

     →年額で約５万円の料金差に 

 

② 同一業者の同一地域内における料金差 

（同一地域で５件以上の供給物件があった業者） 

    ａ．使用料１．０㎥で、業者により０円から１，４０２円までの差 

    ｂ．使用料５．０㎥で、業者により０円から２，５３８円までの差 

     →年額で約３万円の料金差に 
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（３）２０１６年１２月の販売事業者を対象とするアンケート調査から 
 
   調査の結果、販売事業者からも、次のような実態や意見が示された。※添付資

料（１） 

 
① Ｑ３「契約時や料金改定時に料金表を消費者に交付していますか。」 
  回答数９８事業所のうち、「必ず交付している」との回答は８６．５％。 
→液石法１４条や全国ＬＰガス協会の自主ルール「ＬＰガス販売指針」（２０
１５年改訂）が十分に守られていない。 

 
② Ｑ４「基本料金、従量料金、設備利用料などの内訳を請求書に明記していま
すか。」 

  回答数９８事業所のうち、「明記している」との回答は４８．９％。 

→「ＬＰガス販売指針」（２０１５年改訂）によるルールが十分に浸透してい
ない。 

 
③ Ｑ５「戸建て住宅と集合住宅の標準的な料金設定に違いがありますか。」 
  回答数９８事業所のうち、「集合住宅を高く設定」との回答が９．７％。 
→集合住宅は戸建て住宅より供給効率が良く、コストが抑えられると考えられ
るところ、集合住宅を高く設定している理由は、賃貸型集合住宅などで室内
の諸設備をＬＰガス販売事業者が負担し、そのコストを入居者のガス料金に
含めているケースがあるためと推測される。 

 
④ Ｑ１１「ＬＰガス業界における、いわゆる『無償配管』の慣行についてどう
お考えですか。」 

  この問いに対して回答があった８５事業所のうち、「よくない」「やめるべ
き」「していない」などの否定的な回答が４３件、「好ましくないが仕方ない
」「競争のため、やらざるを得ない」などが２２件。 

→「悪しき慣行である。業界一丸となって撤廃に取り組まなければならない」
「絶対やめるべき。法的罰則も検討すべき」「大変迷惑している。消費者立
場に立ち、販売を透明化すべき。罰則を設けてほしい」といった意見が多数
寄せられた。 

 
（４）課題 

 

① 自由料金制の是非 

ＬＰガス料金は、日常生活に必要なものとして公共性が高いものである一方

で、都市部を除くと販売事業者の数も限られており、互いに客を取り合わない

慣行があるという話しも聞かれるなど、消費者が自由に選択できるとは言いが

たい状況にある。 

 

② 契約締結時の書面交付・説明 
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ＬＰガスの自由料金制を維持するにしても、その料金について透明性が確         

保されること、消費者にとって十分理解できることが最低限必要であり、それ

なくして不当な価格や不当な販売事業者の淘汰はあり得ない。消費者が公共料

金のように思って、十分な理解や検討をしないまま契約してしまい、高額な料

金請求を受けるようになってから問題に気づいてトラブルとなっている。 

販売事業者側も、販売契約締結時に液石法１４条書面を交付していなかった

り、契約締結時の書面は交付していても、その後の料金改定時に料金表等の交

付を怠っているケースが見受けられる。 

 

③ 毎回の請求書等における料金計算方法の記載 

ＬＰガス取引は、長期間にわたることも少なくない継続的なものであり、料

金の改定も度々なされることなどからすれば、消費者の理解と選択の機会を確

保するために、毎回の請求書等においても、基本料金と従量料金の区別など料

金の計算方法を分かりやすく記載されるべきである。 

 

④ 賃貸住宅における書面交付・説明の時期 

賃貸住宅においては、賃貸借契約を締結して入居した後にＬＰガス料金が高

額であることが分かったという苦情が発生している。賃借人たる消費者は、入

居後にＬＰガス販売事業者等からその料金について説明を受け、不満を感じて

も、賃貸型集合住宅においては自分だけ購入先を変更することはできないであ

ろうし、戸建ての賃貸住宅においても賃借人の意向のみでは購入先を変更でき

ない場合が想定される。 

 

⑤ 賃貸型集合住宅等でＬＰガス販売事業者が自己の費用負担により建物に付

随する設備等を設置し、その設置費用をＬＰガス料金に含めることの是非 

賃貸型集合住宅等では、ＬＰガス販売事業者が自己の費用負担により建物に

付随する設備等を設置し、その設置費用をＬＰガス料金に含めて消費者に請求

している場合があり、ＬＰガスの配管や機器等の賃貸料やリース料以外に、給

湯設備や空調設備、さらには洗浄機能付き便座などＬＰガスの供給とは直接関

係しない設備等の設置費用まで含まれていることも少なくない。かかる設備等

の設置費用は、そもそも賃貸人が負担して賃料に反映されるべきものであると

ころ、それをＬＰガス販売事業者が負担し、ＬＰガス料金に含めて請求するこ

とで、消費者は、賃料が安いと思って入居したにもかかわらず、実際はＬＰガ

ス料金の一部として上記設備等の設置費用を支払わされることになる。 
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５ 要望 

 

２０１７年２月２２日に、経済産業省資源エネルギー庁が公布ないし公表した

「液石法施行規則一部改正」、「同規則の運用及び解釈の基準についての一部改正」

及び「液化石油ガスの小売営業における取引適正化指針」には、４項（３）で述べ

た課題についての対策が一定程度は含まれていると評価できる。しかし、次のよう

な点では、未だ十分とは言えず、更なる対策を要望する。 

 

（１）自由料金制の見直し 

４項（３）①で述べたような実情に鑑みると、自由料金の下で競争によって適

正な価格が形成されるとか、消費者に選択の自由があるとは言いがたく、特に、

販売事業者が少ない地域や事業者間で客を取り合わない慣行がある地域におい

ては問題性が顕著で、その解消は困難である。ＬＰガス業界の内部からも、「本

来自由料金は消費者のためのものであるが、ＬＰガス業界では事業者のための自由料

金になっている」との指摘がされている。 

→消費者がいかなる地域においても適正な料金でＬＰガスを利用できるように、

例えば地域毎にＬＰガス料金の上限を設けるなど、行政においてＬＰガス料金そ

のものを規制することも検討すべきである。 

この点、資源エネルギー庁の「液化石油ガスの小売営業における取引適正化指

針」では、ＬＰガス料金の透明化、適正化に向けた施策として「標準的な料金メ

ニュー（中略）及び一般消費者等による平均的な使用量に応じた月額料金例（中

略）を公表すること」を求めている。しかし、かかる内容の「公表」によって前

述したような問題性が根本的に解消されるとはおよそ考えられないし、また、ホ

ームページのほかに「店頭の見えやすい場所に掲示」することでも可とされてい

るところ、店頭での契約締結があまり想定されないＬＰガス取引において、「公

表」としての効果も期待できない。 

 

（２）販売事業者の説明義務 

  ４項（３）②で述べたとおり、ＬＰガスの料金体系は一般には分かりにくい面

があり、配管や機器等の賃貸料やリース料が含まれる場合（三部料金制など）は、

ますます複雑になる。 

→液石法１４条を改正して、契約締結時には販売事業者の「書面の交付」のみな

らず、相手方に対する説明義務を規定すべきである。 

  この点、資源エネルギー庁の「液化石油ガスの小売営業における取引適正化指

針」では、「液石法第１４条に定める書面を交付するときに」、ＬＰガス販売事
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業者の所有する消費設備を消費者が使用する場合において当該消費者が支払う

こととなる費用に係る記載事項等につき「説明を行うこと」を求めているが、あ

くまでもガイドラインに過ぎず、実効性には疑問がある。 

 

（３）賃貸住宅における書面交付・説明の時期 

４項（３）④で述べたとおり、賃貸住宅に関しては、賃貸借契約を締結した後

の、ＬＰガス販売契約の締結時における書面交付や説明では遅い。 

→すでに決まっているＬＰガス販売事業者があり、同事業者からの購入が必要的

なのであれば、賃貸借契約の締結前に、賃借人となる予定の者に対し、同事業者

の名称や賃貸借契約後に支払うこととなるＬＰガス料金の算定方法、平均的な使

用量に応じた月額料金例などに関する書面の交付及び理解可能な説明がなされ

るような法律上の対策を講じるべきである。 

これについては、経済産業省のみではなく、国土交通省なども含めた立案・調

整等が必要と思われ、消費者委員会及び消費者庁の主導的役割を強く期待する。 

 

（４）賃貸型集合住宅等でＬＰガス販売事業者が自己の費用負担により建物に付随

する、ＬＰガスの供給と直接関係しない設備等を設置し、その設置費用をＬＰガ

ス料金に含めることの禁止 

４項（３）⑤で述べたような慣行は、見かけの賃料を安くしておきながら、Ｌ

Ｐガス料金名目で実質的に賃料を別途徴収しているのと同じであり、不公正な欺

瞞的取引である。 

→ＬＰガスの供給に直接に関係する配管や機器等については、賃貸借契約締結前

における交付書面上の記載及び説明がなされることを条件に容認する余地があ

るとしても、ＬＰガスの供給と直接関係しない設備等については、見かけの賃料

を安くしておきながら、ＬＰガス料金名目で実質的に賃料を別途徴収しているの

と同じであり、不公正な欺瞞的取引であって、それ自体禁止すべきである。 

これについても、経済産業省にのみに止まらない立案・調整等が必要と思われ

るところであり、消費者委員会及び消費者庁の主導的役割を強く期待する。 

 
６ 近時における行政の主な動き（参考） 

 
（１）経済産業省 
 

①２０１６年２月、経済産業省の総合資源エネルギー調査会－資源・燃料分科会

－石油・天然ガス小委員会「液化石油ガス流通ワーキンググループ」設置 

②２０１６年５月、上記小委員会の「報告書」を公表 

14



   「国が、ガイドラインの作成等可能な限り早急に対応可能な手段を講じて具体化を目指す」 

③２０１６年１２月、資源エネルギー庁による「液石法施行規則一部改正案」、

「同規則の運用及び解釈の基準についての一部改正案」、「液化石油ガスの小

売営業における取引適正化指針案」のパブリックコメント実施 

④２０１７年２月２２日、資源エネルギー庁による「液石法施行規則一部改正」、

「同規則の運用及び解釈の基準についての一部改正」、「液化石油ガスの小売

営業における取引適正化指針」の公布ないし公表 

 

（２）北海道 

 

①２０１５年１２月、北海道が消費生活モニターを対象に「ガス供給契約に関す

る意識調査」を実施、結果を公表 

②２０１７年１月、北海道が消費生活モニターを対象に「ＬＰガスに関する意識

調査」を実施、同年２月に結果を公表 

 

７ 添付資料 

 

（１）ＬＰガス販売に関する事業者アンケートについて 

（２）北海道消費生活モニター調査 ＬＰガスに関する意識調査結果について 

 

以上 
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